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１  目的 
市が発注する小規模な随意契約について、市内業者の受注機会の拡大を行い、積極的に活用

することによって、市内経済の活性化を図ろうとするものである。 
２  登録できる者 

坂戸市内に主たる事業所を置く者（適法の範囲で希望業種、建設業の許可の有無、経営組織、

従業員数等は問わない。） 
３  登録できない者 

①  坂戸市内に主たる事業所を置かない者（他の市町村に本店がある場合など） 
②  成年被後見人及び被保佐人又は破産者で復権を得ていない者 
③  坂戸市建設工事請負等競争入札参加者の資格等に関する規程（以下「規程」という。）に

基づく申請（いわゆる指名参加願）をしている者及び既に同規程に基づく資格者名簿に登載

されている者 
④  希望業種を履行するために必要な資格・許可等を有しない者 

４  登録の方法 
随時受け付け、翌月の１日から登録（適用）する。受付は契約主管課窓口で行う。 

５  登録者の有効期間 
登録時から西暦の奇数年の３月３１日までの期間とし、その後は改めて申請することにより

２年間更新するものとする。 
６  登録者の取り扱い 

坂戸市契約主管課においては、申請書等の審査の後に登録者を「坂戸市小規模契約希望者登

録名簿」に登載する。また、坂戸市契約担当課は登録者を全庁に公開（グループウェア／行政

情報掲示板を利用）するとともに、規程第１０条第２項に準じて一般にも公開（閲覧）して、

該当する契約に係る業者選定に際して積極的に見積参加機会を与えるよう努める。なお、選定

においては、規程に基づく資格者名簿登載者の選定を否定するものではない。 
７  対象となる契約 

この登録に際しては、建設業の許可の有無、技術者資格、施工実績、経営状況等の項目につ

いて無審査である事を考慮し、選定の対象とする契約は、坂戸市契約規則第１３条各号に規定

する契約の種類に応じ、当該各号に定める額の範囲で、内容が比較的軽易で、かつ、履行実績

等からみて履行の確保が容易であると認められるものとする。 
［坂戸市契約規則第１３条］（随意契約によることができる予定価格） 

①  工事又は製造の請負          １３０万円（以下）…… 建設物の修繕・印刷製本(請負)等 

②  財産の買入れ              ８０万円（以下）…… 物品・不動産・動産・特許等の無                                                                    

体財産・印刷製本（買取方式）など 

③  物件の借入れ                  ４０万円（以下） 

④  財産の売払い                  ３０万円（以下） 



⑤  物件の貸付け                  ３０万円（以下） 

⑥  前各号に掲げるもの以外のもの  ５０万円（以下）…… 役務提供・その他上記以外 

８  契約保証金 
小規模契約希望者登録名簿に登録された者との契約締結に際しては、坂戸市契約規則（以

下「規則」という。）第１７条第６号の規定に基づき、契約金額が１３０万円以下であり、

かつ、契約の相手方が契約を履行しないこととなるおそれがないと認めるときは、契約保証

金の納付を免除することができるものとする。１３０万円を超える契約に際しては、規則第

１６条及び第１７条各号を適用する。 
［坂戸市契約規則］ 

（契約保証金） 

第１６条  令第１６７条の１６第１項に規定する規則で定める契約保証金の率は、契約金額の１

００分の１０以上とする。 

２  契約保証金は、契約の相手方が契約を履行した後、直ちに還付する。 

３  契約の変更により契約金額に減少があった場合において契約の相手方から要求があったとき

は、当該減少額に相当する割合の契約保証金を還付することができる。 

４  第１項の契約保証金の納付に代える担保は、次のとおりとする。 

(1) 銀行等又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１

８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社をいう。）の保証 

(2) 前号のほか、第４条第３項から第５項、第５条及び第６条の規定を準用する。なお、同号

の担保の価値は、その保証する金額とする。 

（契約保証金の納付免除） 

第１７条  市長は、次に掲げる場合においては、契約保証金の全部又は一部を免除することがで

きる。 

(1) 契約の相手方が保険会社との間に市を被保険者とする履行保証保険契約を締結したとき。 

(2) 契約の相手方から委託を受けた保険会社と工事履行保証契約を締結したとき。ただし、こ

の場合は当該保険契約に係る保証証券を市に提出しなければならない。 

(3) 令第１６７条の５及び第１６７条の１１に規定する資格を有する者と契約を締結する場合

において、その者が過去２年の間に国（公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模

をほぼ同じくする契約を２回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、

契約を履行しないこととなるおそれがないと認められるとき。 

(4) 法令に基づき延納が認められる場合において確実な担保が提供されたとき。 

(5) 物品を売り払う契約を締結する場合において、売払代金が直ちに納付されるとき。 

(6) 随意契約を締結する場合において、契約金額が１３０万円以下であり、かつ、契約の相手

方が契約を履行しないこととなるおそれがないと認められるとき。 


